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所 へ の 居 住 を 報 告 し た 個 人 」［Racelisand
Collado2008,167］の数は，推定でコアであるマ
ニラ首都圏が 43 万 5000 人，隣接 7 州の一定基
準以上の人口密度を有する自治体から成るイン
ナーゾーンは 48 万人，基準に満たない自治体



























ている 1990 年，2000 年のマニラ大都市圏以外
の地方から大都市圏の各ゾーンへの移住人口の
性比をみると，この 10 年間でコアは 64 から
69 に上昇，つまり男性移住人口の割合が以前
より拡大しており，インナー／アウターゾーン





































































1970 年代，80 年代には 10 数パーセント前後だ




した（表 1）。1988 年から 1998 年までに首都圏
の製造業事業所は 5449 から 7129 へと増加し，




の事業所は 1402 から 2777 へと増加し，就業人













事業所 女性就業者 男性就業者 合計
マニラ首都圏
1988 年製造業合計（10 人以上事業所） 5,449 208,411 252,790 461,201
既製服（3222）1） 739 69,717 14,973 84,690
電気通信機器およびその部品（38325）2） 47 2,1291 5,969 27,260
1998 年製造業合計（10 人以上事業所） 7,129 184,055 270,319 454,374
既製服（181） 731 45,415 16,853 62,268
真空管・ブラウン管・半導体他（321-323）3） 55 23,608 9,270 32,878
コンピューター（300）4） 8 1,054 992 2,046
2001 年製造業合計（20 人以上事業所） 3,126 133,951 177,646 311,597
既製服（181） 312 41,043 10,535 51,578
真空管・ブラウン管・半導体他（321-323） 29 10,893 5,050 15,943
コンピューター（300） s5） s s s
2005 年製造業合計（20 人以上事業所） 2,944 106,390 164,479 270,869
既製服（181） 280 26,063 7,971 34,034
真空管・ブラウン管・半導体他（321-323） 23 9,547 4,675 14,222
コンピューター（301-302,309） 4 26 106 132
カラバルソン
地方6）
1988 年製造業合計（10 人以上事業所） 1,402 47,761 66,243 114,004
既製服（3222） 239 14,979 3,032 18,011
電気通信機器およびその部品（38325） s s s s
1998 年製造業合計（10 人以上事業所） 2,777 188,463 148,669 339,909
既製服（181） 347 25,838 5,443 31,281
真空管・ブラウン管・半導体他（321-323） 103 50,604 14,270 64,874
コンピューター（300） 12 11,631 3,553 15,184
2001 年製造業合計（20 人以上事業所） 1,318 198,517 132,873 331,390
既製服（181） 151 22,500 4,890 27,390
真空管・ブラウン管・半導体他（321-323） 108 61,206 21,902 83,108
コンピューター（300） 23 20,193 5769 25,962
2005 年製造業合計（20 人以上事業所） 1,548 250,286 171,738 422,024
既製服（181） 175 46,256 13,991 60,247
真空管・ブラウン管・半導体他（321-323） 129 66,019 28,376 94,395
コンピューター（301-302,309） 31 34,468 13,018 47,486
（出所）NSO［1988;2001;2005］より筆者作成。
（注）1）数字は 1994 年版フィリピン標準産業分類（1988 年は 1977 年版）のコード。
　　 2）ラジオ・テレビ・コミュニケーション機器・装置の部品・サプライ製造。
　　 3）真空管・ブラウン管・半導体・電気部品，テレビ・ラジオ他発信機の部品製造。
　　 4）事務機器・計算機・コンピューターの製造（ただし 2005 年のみコード表記が異なる）。
　　 5）s はデータ非公表の意。
　　 6）1998 年，1988 年は南タガログ地方。
9マニラにおける外貨獲得産業の転換と女性労働へのインパクト









































ぞ れ 13 万 3000 人 か ら 17 万 2000 人，19 万




7000 人 か ら 33 万 9000 人， 女 性 が 25 万 8000














も 2006～10 年の間，製造業女性就業人口が 41
万人から 39 万 1000 人へと減少した［DOLE
2007;2011］。2009 年の輸出額をみると，当該部























労人口は全国で 98 万 2000 人であり，うち最大
は首都圏の 18 万 2000 人（18.5 パーセント），つ
いでカラバルソン地方の 17 万人（17.3 パーセン
ト），中部ルソン地方の 11 万 9000 人（12.1 パー
セント）であった。女性海外就労者は全国で 47
万 5000 人，最大は首都圏の 6 万 6000 人（13.9
パーセント），ついでカラバルソン地方の 5 万
7000 人（12 パーセント），中部ルソン地方 5 万
4000 人（11.4 パ ー セ ン ト ） で あ っ た［DOLE
2007］。2010 年には，全国の海外就労人口 204
万 3000 人に占める首都圏の割合は 13.8 パーセ
ントにまで大きく低下し，女性は 11.2 パーセ
ントにまで下がった。カラバルソン地方の男女
は 16 パーセント，女性は 11.3 パーセントとな
り，中部ルソン（男女 14.4 パーセント，女性 11.5
パーセント），イロコス地方（男女 9.5 パーセント，













性は 31 万 1000 人，カラバルソン地方では 15




た女性は 30 万 5000 人（15.9 パーセント）と減
少し，カラバルソン地方では 22 万 2000 人（11.7
パーセント）と微増，そして中部ルソン地方で















フィリピンにおける BPO 産業は，2000 年代
前半におけるアメリカの IT バブル崩壊とアウ
トソーシングを背景に成長してきた。その業種
は 2011 年に世界シェア 1 位となったコールセ
ンターを筆頭に医療系のトランスクリプション，
ソフトウェア，アニメ産業など多岐に渡り，
2012 年には 125 億ドル以上の輸出収入を得，







リ ピ ン 中 央 銀 行（BangkoSentralngPilipinas:
BSP）の調査によれば，国内における同産業の




















































図 2　マニラ首都圏で新規に建設された商業・産業施設の床面積および IT パーク，IT センターの立地
（出所）NSO［2011b;2011c］より筆者作成。IT パーク，IT センター（建設中含む）数は PEZAウェブサイト（2013























































































































































































































































関係は強く，家族に給与の 4 分の 1 から 3 分の






































































































































































































ぞれ 62.4 パーセント，7.5 パーセント，18.9 パ
ーセントである。首都圏女性の場合は表 2 の通
り，それぞれ 62.2 パーセント，10.5 パーセント，





同市町 他市町 他州 外国 不明
首都圏合計 4,552,151 61.2 10.5 18.7 5.2 4.4
男性 2,726,578 60.6 10.4 19.3 5.7 4
女性 1,825,573 62.2 10.5 17.8 4.5 5
第Ⅰ区合計 636,800 60.6 10.4 22.5 5.1 1.4
男性 379,862 60.5 10.1 22.3 5.7 1.3
女性 256,938 60.8 10.7 22.6 4.2 1.6
第Ⅱ区合計 1,081,031 72.2 4.4 15.2 4.8 3.4
男性 637,107 71.4 4.3 16.1 5.1 3.1
女性 443,924 73.4 4.5 14 4.4 3.7
第Ⅲ区合計 581,119 58.5 15 17.9 5.5 3.2
男性 337,255 57.6 14.9 18.4 6.2 3
女性 243,864 59.7 15.1 17.2 4.5 3.5
第Ⅳ区合計 1,005,333 52.3 5.7 26.2 5.1 10.7
男性 642,366 53.2 5.9 26.3 5.2 9.3
女性 362,967 50.6 5.4 26 5 13.1
第Ⅴ区合計 468,010 59.6 15.3 17.1 5.9 2.1
男性 273,715 56.7 16.5 18.5 6.6 1.7
女性 194,295 63.7 13.5 15.2 4.9 2.7
第Ⅵ区合計 779,858 61.1 18.7 12.6 5.4 2.3
男性 456,273 60.4 18.7 12.7 6.2 2


































（第Ⅲ節 4 項）の通り，2000 年から 2010 年の間，













































































男性 77.9 パーセントから 74.6 パーセント，女
性 54 パーセントから 51.3 パーセントと低下し









下し，約 10 年で 12 パーセント低くなった。ま
た，高等教育の在学年齢にかかる 20～24 歳の





説明がつく。表 3 の通り，2011 年の首都圏で
は小学校卒業・未卒業の 15 歳以上女性人口が
2002 年の 7 割程度と同カテゴリーの男性より
大きく減少し，高校，大学，各卒業・未卒業人




































図 3　マニラ首都圏における 15 歳以上人口および労働力人口の推移
（出所）NSO［1996］，DOLE ウェブサイトより筆者作成。
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表 3　マニラ首都圏の 15 歳以上男女人口（教育水準別／2002，2011 年）
（単位：千人）
　 2002 年 2011 年
2002～2011 年増加率
（％）
首都圏（女性） 3,843 割合（%） 4,181 割合（%） 108.8
非就学 23 0.6 15 0.4 65.2
小学校 606 15.8 422 10.1 69.6
未卒業 187 4.9 141 3.4 75.4
卒業 419 10.9 280 6.7 66.8
高校 1,718 44.7 1,876 44.9 109.2
未卒業 514 13.4 515 12.3 100.2
卒業 1,204 31.3 1,361 32.6 113
大学 1,497 39 1,868 44.7 124.8
未卒業 752 19.6 946 22.6 125.8
卒業かそれ以上 745 19.4 923 22.1 123.9
首都圏（男性） 3434 割合（％） 3798 割合（％） 110.6
非就学 18 0.5 12 0.3 66.7
小学校 460 13.4 398 10.5 86.5
未卒業 157 4.6 149 3.9 94.9
卒業 303 8.8 249 6.6 82.2
高校 1,653 48.1 1,765 46.5 106.8
未卒業 539 15.7 518 13.6 96.1
卒業 1,114 32.4 1,247 32.8 111.9
大学 1,302 37.9 1,623 42.7 124.7
未卒業 745 21.7 924 24.3 124.0




2002 年 2011 年 2013 年
学歴 労働力率 就業率 労働力率 就業率 労働力率 就業率
合計 54.0 45.7 51.9 46.9 53.0 48.3
無教育 39.1 26.1 20 20 12.5 12.5
小学校未卒業 46.5 42.2 46.1 44 43.8 41.7
小学校卒業 51.3 47.5 45.4 43.2 46.0 44.0
高校未卒業 40.5 33.7 33.8 30.3 34.4 30.5
高校卒業 54.0 45.1 51.1 45.7 50.1 45.3
大学未卒業 46 35.9 43.6 38 44.7 39.7
大学卒業以上 75.0 65.6 75.2 70 74.3 69.2
ポストセカンダリー未卒業 － － － － 59.3 51.9
























2002 年 2011 年
2011／
2002 年比
2002 年 2011 年
2011／
2002 年比




商業 1,011 1,216 1.20 448 567 1.27 564 649 1.15
製造業 624 484 0.78 367 293 0.80 258 190 0.74
運輸・倉庫・通信 423 436 1.03 387 380 0.98 36 56 1.56
個人世帯 408 382 0.94 70 73 1.04 338 309 0.91
建設 263 345 1.31 255 333 1.31 8 12 1.50
不動産・レント・ビジネ
ス活動
223 491 2.20 139 289 2.08 84 202 2.40
金融 121 115 0.95 47 49 1.04 74 65 0.88
ホテル・レストラン 210 298 1.42 112 162 1.45 98 136 1.39
行政 202 240 1.19 123 147 1.20 79 94 1.19
地域・社会・個人サービ
ス活動
155 174 1.12 76 88 1.16 79 87 1.10
その他 273 281 1.03 130 122 0.94 142 162 1.14
職業別
単純・未熟練労働 998 1,028 1.03 418 504 1.21 580 524 0.90
経営・管理職 608 760 1.25 294 364 1.24 314 396 1.26
技能労働 522 452 0.87 399 378 0.95 123 74 0.60
サービス労働，店舗・市
場販売労働
461 677 1.47 263 381 1.45 199 296 1.49
プラント・機械操作・ア
ッセンブラー
445 389 0.87 406 369 0.91 39 21 0.54
事務職 370 591 1.60 117 228 1.95 254 363 1.43
専門職 271 323 1.19 115 137 1.19 156 186 1.19
技術者および準専門職 196 200 1.02 106 106 1.00 90 93 1.03














（5 万 3000 人）は女性によって構成されている。
次に男性が大半を占める警備，労働斡旋業，ビ
ル清掃業が続く（図 5）。フィリピンにおける当
該部門の就業人口 41 万人の 73 パーセントに当
たる 30 万人，コールセンター就業人口 10 万人







人口が 12 万 1000 人から 11 万 5000 人に減少し
ているという点である。カラバルソン地方の同
就業人口を確認すると同時期に 2 万 1000 人か































































































































5000 ドル（約 25 万ペソ）未満の低所得層の世
帯は全国の 8 割に上り，富裕層および中間層は

















いる（表 7）。先の表 6 で所得と消費の双方を階
級別にみてみると，下位に属する世帯の平均所
得を平均支出が上回る傾向にある。
2003 年から 2009 年にかけ，首都圏の世帯の
表 6　マニラ首都圏における階級別世帯の平均所得および支出
（単位：千ペソ）


























～40,000 9 29 30 5 32 37 6 29 34 4 32 34
40,000～59,999 38 52 49 36 53 56 30 52 56 19 51 53
60,000～99,999 264 83 82 258 84 83 173 84 87 101 84 86
100,000～249,999 1090 166 148 1249 163 148 1135 168 157 1099 176 168
250,000 以上 787 574 444 745 514 391 1018 518 407 1239 544 457
合計 2,189 300 244 2,293 266 218 2,362 311 258 2,461 356 309
実質平均値 － 300 244 － 232 190 － 221 183 － 227 197






















































2003 年 2006 年 2009 年
所得階級（ペソ） 食費 住居費 食費 住居費 食費 住居費
～40,000 50.5 24 57.2 20.2 51.7 27.7
40,000～59,999 52.9 18 46.7 21.7 53.1 23.4
60,000～99,999 53.5 15.8 49.5 19 51.3 19.1
100,000～249,999 45.8 16.7 45.8 16.6 47.7 16.3
250,000 以上 31.6 19.6 31.2 19.3 32.1 19.3
合計 37.9 18.3 35.9 18.5 36.2 18.5










約 53.6 パーセント，富裕層は 0.4 パーセントに
すぎず，残りの 46 パーセントは低所得層であ























首都圏の平均世帯規模は 2000 年から 2007 年，
2010 年までの間に 4.6 人，4.4 人，4.3 人と縮小
している（表 8）。表 8 に沿って，規模別データ
が公表されている 2000 年，2007 年，2010 年を
比較してみよう。2000 年時点で 102 万 3000 世
帯だった 5 人以上世帯は，2010 年には 113 万
7000 世帯に増加したが，全世帯数に占める割
表 8　マニラ首都圏の世帯規模と世帯人口（世帯主との続柄別）
　 2000 年 2007 年 2010 年 2007/2000
年比
2010/2000
年比平均世帯規模 4.6 人 4.4 人 4.3 人
規模別世帯数
単身世帯 92,987 189,089 210,299 2.03 2.26
2～4 人世帯 1,016,859 1,270,337 1,412,909 1.25 1.39
5 人以上世帯 1,023,143 1,141,668 1,136,621 1.12 1.11




核家族 6,097,832 6,927,224 － 1.14 －
核家族以外の親族 1,282,568 1,566,943 － 1.22 －
非親族 148,008 196,631 － 1.33 －
下宿者 30,885 24,084 － 0.78 －






合は 48 パーセントから 41.2 パーセントに縮小
した。2～4 人世帯は 2000 年から 2010 年まで
に全世帯数の 48 パーセントの 102 万世帯から
51 パーセントに当たる 141 万 3000 世帯に増加
した（1.25 倍）。しかし，増加率がもっとも高
かったのは一人暮らし世帯であり，2000 年の 9
万 3000 世帯から 2.2 倍以上の 21 万世帯へと上




















2000 年と 2007 年に限られるが，世帯主と構成
員の関係ごとに世帯人口を分類したデータによ
れば，同期間に世帯主との関係が「下宿者」で
ある者は 3 万 1000 人から 2 万 4000 人へ，同様
に使用人は 18 万 8000 人から 17 万 5000 人へ減
少した。一方で，世帯主との関係が核家族の構
成員以外の甥，姪，兄弟，姉妹，孫や両親とい
った親族は 128 万 3000 人から 156 万 7000 人へ，









各自治体の 5 歳以上人口を 5 年前の居住地別に
分けたデータをみてみよう。ただし，2000 年
は過去の居住地の不明人口が全体で 51 万 9000
人だったが，2010 年には 700 人程度と劇的に
減少しており，比較には限界があることを断っ
ておきたい。2000～10 年，同じ自治体に継続
居住した人口は，全体で 76 万人から 101 万人
に増加し，5 歳以上人口に占める割合は 87 パ
ーセントから 95 パーセントに拡大した。5 年
前に首都圏の別の自治体，首都圏の外に居住し
ていた人口はそれぞれ 8 万 8000 人，46 万人か














を占めたが，2010 年のそれはマニラ市で 12 パ
ーセント，タギッグ市とケソン市がそれぞれ
10.6 パーセントであった。マニラ市とケソン市
















































































































40～44 歳の未婚率はこの 10 年間で上昇傾向に








































































平均年齢は 25 歳でその 82 パーセントが独身，
74 パーセントが初職で，54 パーセントが女性に
よ っ て 占 め ら れ て い た と い う［Hechanova-
Alampay2010,7-8］。調査対象であるエージェン
トの一人によれば，かつて働いていた半導体の
























様，Jonesetal.［1999］ に 基 づ く も の で あ る
［Shatkin2009,388］。
（注９）なお，カラバルソン地方では，2002 年







間世帯可処分所得 5001 米ドル以上 3 万 5000 ド
ル以下という基準を用いている。
（注 11）ここでいう中所得層とは，2009 年に 1
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Transformation of Foreign-Exchange Sectors and 
its Impact on Women’s Employment in Manila: 
A Focus on the Business-Process Outsourcing 
Industry
Makiko Ota
This study explores how recent transformations in foreign-exchange sectors in the Philippines 
have impacted low-income residents in Metropolitan Manila, focusing on employment, 
households, and residences. First, previous studies and administrative statistics are examined, 
paying special attention to women working in foreign-exchange sectors, such as export 
manufacturing, overseas employment, and the business process outsourcing (BPO) industry, 
which has experienced significant growth since the mid-2000s in the Philippines. The recent 
growth in the BPO industry has provided new service employment opportunities for relatively 
highly educated women, even as conventional employment opportunities for low-income women 
have decreased due to suburbanization. These new service employment opportunities tend to be 
concentrate within certain central business districts (specifically, urban space directly influenced 
by the recent economic growth through connections with global capitalism) rather than in urban 
areas occupied by low-income families. This paper emphasizes two employment-related 
phenomena emerging in response to changes in the geographic distribution of employment 
growth. One phenomenon is an increase in the number of women living alone; the other is an 
increase in the intra-urban migration of women to certain cities within Metro Manila. New jobs 
seem to be available for women, but it is possible that low-income women have been excluded 
from the labor market in Metro Manila. The recent changes to the employment structure may 
provide some women with a real path to upward mobility. At the same time, it may present new 
obstacles for some women and low-income households.
